
ⅠⅠⅠⅠコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方及方及方及方及びびびび資本構成、企業資本構成、企業資本構成、企業資本構成、企業属属属属性性性性そのそのそのその他他他他のののの基本情報基本情報基本情報基本情報    

１．基本的１．基本的１．基本的１．基本的なななな考考考考ええええ方方方方

    

【【【【コーポレートガバナンス・コードのコーポレートガバナンス・コードのコーポレートガバナンス・コードのコーポレートガバナンス・コードの各原則各原則各原則各原則をををを実実実実施施施施しないしないしないしない理由】理由】理由】理由】

    

２．資本構成２．資本構成２．資本構成２．資本構成    

【大株主【大株主【大株主【大株主のののの状状状状況】況】況】況】

    

補足説明 

３．企業３．企業３．企業３．企業属属属属性性性性    

コーポレートガバナンスコーポレートガバナンスコーポレートガバナンスコーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE R.C.CORE CO.,LTD.

最終更新日：最終更新日：最終更新日：最終更新日：2015201520152015年年年年11111111月月月月13131313日日日日

株式株式株式株式会会会会社 社 社 社 アールシーコアアールシーコアアールシーコアアールシーコア
代表取締役社長 二木 浩三

問合せ先：総務部 03-5790-6503

証券コード：7837

当当当当社社社社のコーポレート・ガバナンスののコーポレート・ガバナンスののコーポレート・ガバナンスののコーポレート・ガバナンスの状状状状況況況況はははは以下以下以下以下のとおりですのとおりですのとおりですのとおりです。。。。

１）当社は、経営理念及び経営基本方針に基づく経営意思決定及び業務執行を実践することが、株主や顧客、取引先、社員等ステークホルダー

からの当社に対する信頼の醸成につながり、ひいては企業価値の増大をもたらすものと認識しております。 

２）コーポレート・ガバナンスは、経営理念等の実践を確実なものとするための企業統治の仕組み（経営陣を規律するもの）と捉えており、効率的

で適法なマネジメントシステムを確立し、コーポレート・ガバナンスの充実を図ることを経営の重要課題と位置付けております。 

３）当社は、監査等委員会制度を採用しております。事業に精通した取締役を中心として取締役会を構成することにより経営効率の維持・向上を

図るとともに、監査等委員である取締役による監査・監督機能の充実を通じ、経営の健全性の維持・強化を図っております。 

当社は、JASDAQ上場企業として「コーポレートガバナンス・コード」の基本５原則を全て実施しております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又氏名又氏名又氏名又はははは名名名名称称称称 所有株式所有株式所有株式所有株式数数数数（株）（株）（株）（株） 割合（％）割合（％）割合（％）割合（％）

二木 浩三 895,400 20.20

アールシーコア社員持株会 478,800 10.80

谷 秋子 261,800 5.90

矢島 繁雄 243,100 5.48

あおむし持株会 188,500 4.25

株式会社三井住友銀行 120,000 2.71

石井 陽子 115,000 2.59

第一生命保険株式会社 110,000 2.48

日本生命保険相互会社 100,000 2.26

安田 秀子 96,800 2.18

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満



４．支配株主４．支配株主４．支配株主４．支配株主とのとのとのとの取引等取引等取引等取引等をををを行行行行うううう際際際際におけるにおけるにおけるにおける少少少少数数数数株主株主株主株主のののの保護保護保護保護のののの方策方策方策方策にににに関関関関するするするする指針指針指針指針    

５．５．５．５．そのそのそのその他他他他コーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスにコーポレート・ガバナンスに重要重要重要重要なななな影響影響影響影響をををを与与与与えうるえうるえうるえうる特別特別特別特別なななな事情事情事情事情    

――― 

――― 



ⅡⅡⅡⅡ経営経営経営経営上上上上のののの意思決定、執行及意思決定、執行及意思決定、執行及意思決定、執行及びびびび監督監督監督監督にににに係係係係るるるる経営経営経営経営管理組織管理組織管理組織管理組織そのそのそのその他他他他のコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンス体制体制体制体制のののの状状状状況況況況    

１．機１．機１．機１．機関関関関構成構成構成構成・・・・組織運組織運組織運組織運営営営営等等等等にににに係係係係るるるる事項事項事項事項    

【取締役【取締役【取締役【取締役関関関関係】係】係】係】    

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

【監【監【監【監査査査査等委員等委員等委員等委員会会会会】】】】    

委員構成及び議長の属性

 

組織形態 監査等委員会設置会社

定款上の取締役の員数 11 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 2 名

氏名氏名氏名氏名 属属属属性性性性
会会会会社社社社とのとのとのとの関関関関係係係係((((※)※)※)※)

aaaa bbbb cccc dddd eeee ffff gggg hhhh iiii jjjj kkkk

加藤 公司 弁護士

小泉 大輔 公認会計士

※※※※    会会会会社社社社とのとのとのとの関関関関係係係係についてのについてのについてのについての選選選選択択択択項目項目項目項目    

※※※※    本人本人本人本人がががが各項目各項目各項目各項目にににに「現在「現在「現在「現在・・・・最近」最近」最近」最近」においてにおいてにおいてにおいて該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「○○○○」、「過去」」、「過去」」、「過去」」、「過去」にににに該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「△△△△」」」」    

※※※※    近親者近親者近親者近親者がががが各項目各項目各項目各項目にににに「現在「現在「現在「現在・・・・最近」最近」最近」最近」においてにおいてにおいてにおいて該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「●●●●」、「過去」」、「過去」」、「過去」」、「過去」にににに該該該該当当当当しているしているしているしている場合場合場合場合はははは「「「「▲▲▲▲」」」」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名氏名氏名氏名
監監監監査査査査等等等等    

委員委員委員委員
独独独独立立立立    

役員役員役員役員
適合項目適合項目適合項目適合項目にににに関関関関するするするする補足補足補足補足説説説説明明明明 選任選任選任選任のののの理由理由理由理由

加藤 公司 ○ ○ ―――

弁護士として法務に係る経験を有し、独立した

立場から監査を行う能力、見識を有しているた

め。

小泉 大輔 ○ ○ ―――

公認会計士として会計に係る経験を有し、独立

した立場から監査を行う能力、見識を有してい

るため。

全委員（名） 常勤委員（名） 社内取締役（名） 社外取締役（名） 委員長（議長）



当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

 

【任意【任意【任意【任意のののの委員委員委員委員会会会会】】】】    

【【【【独独独独立役員立役員立役員立役員関関関関係】係】係】係】    

その他独立役員に関する事項 

【【【【インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ関関関関係】係】係】係】    

該当項目に関する補足説明

 

該当項目に関する補足説明

 

【取締役報酬【取締役報酬【取締役報酬【取締役報酬関関関関係】係】係】係】    

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無 あり

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人として、監査等委員会事務局に専従スタッフ1名を配置しております。なお、当該使用人の

独立性を確保するため、任命・異動・懲戒等の人事権に係る事項の決定にあたっては、事前に監査等委員会の同意を得ることとしております。 

監査等委員である取締役は、監査計画に従い取締役会その他の重要な会議に出席するほか、取締役社長や会計監査人と定期的に会合をもち、

さらに内部監査室と監査実施の都度その結果を相互に連絡するなど、緊密に連携して有効性と効率性を高めながら、取締役の職務遂行に関す

る監査を実施してまいります。また、監査等委員である常勤取締役は、財務報告に係る内部統制の整備・運用を取り扱う内部統制委員会に出席

し、実情の把握に努めるとともに、メンバーとの意見交換を行ってまいります。 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

独立役員の人数 2 名

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

・平成23年６月23日開催の第26回定時株主総会決議に基づき、第２回新株予約権2,057個（１個につき普通株式100株）を当社取締役５名（社外

取締役を除く。うち１名は、更新日現在で任期満了により退任しておりますが、引続き本新株予約権を有しております。）及び従業員に対して無償

で発行しております。なお、取締役(社外取締役を除く。）に対する割当は、1,351個であります。 

・平成24年６月28日開催の第27回定時株主総会決議に基づき、第３回新株予約権1,720個（１個につき普通株式100株）を当社取締役５名（社外

取締役を除く。）及び従業員に対して無償で発行しております。なお、取締役(社外取締役を除く。）に対する割当は、1,565個であります。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

取締役に対する第２回新株予約権の割当個数は以下の通りであり、行使済みであります。 

取締役社長 二木 浩三 565個 

常務取締役 谷   秋子 345個 

元取締役   矢島 繁雄 345個 

取締役    浦崎 真人  48個 

取締役    山田   浩  48個 

 

取締役に対する第３回新株予約権の割当個数は以下の通りであり、一部行使済みであります。 

取締役社長 二木 浩三 565個 

常務取締役 谷   秋子 345個 

元取締役   矢島 繁雄 345個 

取締役    浦崎 真人 155個 

取締役    山田   浩 155個 



該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役【社外取締役【社外取締役【社外取締役のサポートのサポートのサポートのサポート体制】体制】体制】体制】

    

２．業務執行、監２．業務執行、監２．業務執行、監２．業務執行、監査査査査・・・・監督、指名、報酬決定等監督、指名、報酬決定等監督、指名、報酬決定等監督、指名、報酬決定等のののの機能機能機能機能にににに係係係係るるるる事項（現事項（現事項（現事項（現状状状状のコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンス体制体制体制体制のののの概概概概要）要）要）要）

    

３．現３．現３．現３．現状状状状のコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンスのコーポレート・ガバナンス体制体制体制体制をををを選選選選択択択択しているしているしているしている理由理由理由理由

    

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

第30期に係る当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下の通りであります。 

取締役152,364千円 

監査役20,600千円 

なお取締役に対する報酬には、役員賞与26,650千円、ストックオプションによる報酬額3,117千円及び役員退職慰労引当金23,931千円（それぞれ

取締役５名[元取締役１名含む]に対して全額、社外取締役１名に対して０円）が、また監査役に対する報酬には、役員退職慰労引当金920千円、

社外監査役２名に対して０円）がそれぞれ含まれております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の月例報酬は、社内規程の定めに基づき、役位毎の基準月俸に、各取締役の前期の個別業績及び

会社業績への貢献度を総合的に勘案して決定する業績連動報酬（基準月俸の25％が上限、直前３期の連結業績平均値との比較調整込み、月

額固定）を加算のうえ、支給することとしております。但し、社外取締役及び非常勤取締役には、業績連動報酬を支給しないこととしております。 

役員賞与の額又はその算定方法の決定に関する方針は以下の通りであります。なお、監査等委員である取締役、社外取締役及び非常勤取締役

には、役員賞与を支給しないこととしております。 

ａ． 当該事業年度において最初に公表する業績予想における連結当期純利益の達成度に応じ、役員賞与財源を決定する。なお、役員賞与は、

中間期と下半期に分けてそれぞれ算定するものとし、その財源の配分は、当該連結当期純利益予想値の「中間期：下半期」比率（平成28年３月

期＝42：58）による。 

ｂ． 役員賞与財源は、基準年俸総額（社外取締役を除く取締役の役位毎に予め定める一定額の合計）の25％（平成28年３月期＝27,300千円）を

上限とし、以下の通り達成率（１％未満切捨て）に応じて求める。 

・達成率120％以上 ＝基準年俸総額の25％ × 中間期（又は下半期）配分率 

・達成率119％～71％＝  同上    24.5％～0.5％※ × 中間期（又は下半期）配分率 

・達成率70％以下  ＝  同上   0％ 

 ※達成率比例、0.5％刻み 

ｃ． 中間期評価と下半期評価において上記ｂ．により求めた金額の合計について、以下の要領にて調整した金額を要支給総額（１万円未満切捨

て）とし、一括して当該事業年度に係る定時株主総会終了後に速やかに支給する。 

通期における連結売上高及び連結当期純利益の直前３期実績平均（以下過年度実績という。）との比較に基づき、次の通り支給額を調整する（１

万円未満切捨て）。 

・連結売上高及び連結当期純利益ともに過年度実績を上回った場合 … 調整しない 

・連結売上高及び連結当期純利益のいずれかが過年度実績を下回った場合 … 30％減額 

・連結売上高及び連結当期純利益ともに過年度実績を下回った場合 … 50％減額 

ｄ． 上記ｃ．により決定された役員賞与は、その他の役員報酬等の総額と合算しても株主総会決議に基づく取締役報酬限度額を超えない範囲に

とどめるものとし、超過額（１万円未満切上げ）は切り捨てる。 

ｅ． 各取締役への配分は、以下に示す役位別ポイントに基づく按分方式にて、支給額を決定する。具体的には、所定のポイントに在職員数を乗

じた総ポイント数にて１ポイント当たりの単価を算出（１万円未満切捨て）し、各取締役のポイント数に応じそれぞれの支給額を決定する。 

・役位別ポイント：社長＝15、副社長及び専務取締役＝11、常務取締役＝８、取締役＝６ 

ｆ． 次のいずれかに該当する事態が生じたときは、役員賞与は不支給とする。なお、中間期分として算定された役員賞与についても、支給前にお

いて同様の事態が生じたときは、不支給とする。 

・連結又は個別当期純利益が赤字となったとき 

・配当金が公表済予想又は前期実績に対して20％以上減少したとき若しくは無配のとき 

・事故その他不測の事態が発生し、次期以降の業績が著しく悪化する見通しとなったとき 

・役員又は社員等による重大な不祥事が発生し、当社の信用が著しく害されたとき 

監査等委員会事務局に専従スタッフ１名を配属し、内部監査室と連携しながら、監査等委員である取締役の業務をサポートする体制を整えること

といたします。 

当社の取締役は８名であり、うち監査等委員である取締役が３名を占め、男性７名・女性１名の構成であります。取締役会では、法令又は定款に

定める事項を始めとする当社の重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督しております。また、取締役会に次ぐ意思決定機関

として経営会議を設置しており、取締役等が出席して、業務執行上の重要事項を審議・決定することにより、経営判断の適正化と迅速化に寄与し

ております。これらの他、戦略会議、組活（組織活性化）委員会、眇々（ライフスタイル）研究会等の全社会議を設け、適正かつ効率的な業務執行

を担保する体制を整えております。これらの会議はいずれも毎月１回程度開催しております。 

 

当社の監査等委員会は、常勤社内監査等委員である取締役１名、監査等委員である社外取締役２名の計３名で構成されております。監査等委

員である取締役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、監査計画に基づく業務・財産の状況の調査等を通じて、取締役の職務執行の

監査を行っております。 

 

会計監査は、三優監査法人を起用しており、継続監査年数は11年であります。同監査法人及び当社監査に従事する業務執行取締役と当社との

間には、特別な利害関係はありません。第30期において業務を執行した公認会計士は、小林 昌敏、川村 啓文の両氏であり、監査業務に係る

補助者は、公認会計士３名とその他３名であります。 

当社の監査等委員である取締役３名中２名は社外取締役であり、いずれも一般株主と利益相反が生ずるおそれのない独立役員であることから、

社外者によるチェックという観点からは、監査等委員である社外取締役による監査・監督を実施し、また、これを実効あらしめることにより、経営監



視において十分に機能する体制が整うと判断しております。 



ⅢⅢⅢⅢ株主株主株主株主そのそのそのその他他他他のののの利害利害利害利害関関関関係者係者係者係者にににに関関関関するするするする施策施策施策施策のののの実実実実施施施施状状状状況況況況    

１．株主１．株主１．株主１．株主総会総会総会総会のののの活性化及活性化及活性化及活性化及びびびび議決議決議決議決権権権権行使行使行使行使のののの円円円円滑化滑化滑化滑化にににに向向向向けてのけてのけてのけての取組取組取組取組みみみみ状状状状況況況況

    

２．ＩＲ２．ＩＲ２．ＩＲ２．ＩＲにににに関関関関するするするする活動活動活動活動状状状状況況況況    

３．３．３．３．ステークホルダーのステークホルダーのステークホルダーのステークホルダーの立場立場立場立場のののの尊重尊重尊重尊重にににに係係係係るるるる取組取組取組取組みみみみ状状状状況況況況

    

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
第30回定時株主総会は集中日開催を回避するため、平成27年６月11日に開催いたしました。

また、開催時刻を夕刻５時30分とし、出席株主数の増加に努めました。 

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

中間及び期末の年２回、決算及び事業に係るアナリスト・機関投資家向けの

説明会を実施しております。
あり

IR資料のホームページ掲載
会社説明会資料等について、当社ホームページに掲載（http://www.rccore.c

o.jp）しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 戦略的な情報発信の強化をめざし、経営企画室にてIR機能を担っております。

その他
個人株主を主たる対象として、当社の事業をより理解いただけるよう年２回「ア

ールシーコア通信」を発行しております。

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

環境保全活動、CSRへの取組みの一環として、平成10年に非営利事業「ビッグフットフォレスト

クラブ（平成20年にBESSフォレストクラブと改称）」を設立し、社員や成約客等による森林保全ボ

ランティア活動を行うほか、国内外の自然保護プロジェクトを支援しております。なお平成27年２

月期における寄付金の額は、フォレストクラブ全体で約16百万円であります。

その他

当社の女性比率は全体の約３割であり、取締役にも１名選任しているなど、女性の公平な登用

に努力しております。また女性社員等に対して、仕事と育児の両立に向けた職場環境の整備へ

の取組みを進めています。これまでに、妊娠中・育児休業中の従業員による社内のネットワーク

形成支援、出産・育児や介護等をサポートするための配置転換や時短措置等を実施しておりま

す。



ⅣⅣⅣⅣ内内内内部統制部統制部統制部統制システムシステムシステムシステム等等等等にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

１．１．１．１．内内内内部統制部統制部統制部統制システムにシステムにシステムにシステムに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方及方及方及方及びそのびそのびそのびその整備整備整備整備状状状状況況況況

    

２．反社２．反社２．反社２．反社会会会会的勢力排除的勢力排除的勢力排除的勢力排除にににに向向向向けたけたけたけた基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方及方及方及方及びそのびそのびそのびその整備整備整備整備状状状状況況況況

    

１）当社は、違法又は不適切な企業活動を予防し、早期発見につなげるとともに、財務報告の適正性を確保するため、経営者による企業内統治

である内部統制システムの充実とリスク管理体制の強化を図ることを経営の重要課題と認識しております。取締役会において決議された内部統

制システム構築の基本方針に基づき、業務執行においては、内部牽制機能を確立するため、組織規程において業務担当取締役を含む部門責任

者の権限や責任を明らかにしたうえで、業務規程により適切な業務手続を定めており、さらにその実施状況を内部監査等によりチェックする仕組

みとしております。 

２）法令、定款等の遵守を徹底するため、社内規程を定めるとともに、その報告体制として構築した内部通報制度を活用しております。加えて、取

締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、法令等の遵守状況を監視するとともに、体制や施策について審議を行っております。 

３）内部監査室の監査その他により、法令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発見された場合、発見された危険

の内容及び損失の程度等について、取締役社長を委員長とするリスク管理委員会及び担当部署に直ちに通報される体制を構築するとともに、同

委員会において社内規程の整備及び運用状況の確認、損失の危険の管理に資する予防措置及び事後処理要領の審議等を行っております。 

４）グループ会社については、毎月1回程度開催する経営会議において子会社におけるリスク情報の有無を定期的に監査し、子会社に損失の危
険が発生したことを把握した場合には、直ちに発見された危険の内容、損失の程度及び当社に対する影響等について、当社リスク管理委員会等

への報告がなされる体制を構築しております。 

１）反社会的勢力とは、取引関係を含め一切の関係を遮断するとともに、不当な要求は断固として拒絶することをコンプライアンスマニュアルに定

め、顧問弁護士による講習会等を実施し周知徹底を図っております。 

２）反社会的勢力との関係を遮断するための体制の整備は、総務担当取締役の管掌において、総務部が主管し、前項の取組みを組織的に支援

するほか、関係遮断プログラムの整備、外部専門機関との連携等を行うものとしております。 

３）具体的な取り組みとして、取引先が反社会的勢力に該当するかどうかを予めチェックするとともに、取引契約を改訂して暴力団排除条項を挿

入するなどの施策を実施しております。地区販社等に対しても同様に関係遮断のための施策を指導し、周知徹底を図っております。 



ⅤⅤⅤⅤそのそのそのその他他他他    

１．買１．買１．買１．買収収収収防衛策防衛策防衛策防衛策のののの導入導入導入導入のののの有無有無有無有無    

該当項目に関する補足説明 

２．２．２．２．そのそのそのその他他他他コーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンスコーポレート・ガバナンス体制等体制等体制等体制等にににに関関関関するするするする事項事項事項事項    

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

1.適時開示に対する基本方針 

当社グループは、投資者に適時適切な会社情報の開示を行うことを経営上の重要課題と認識し、金融商品取引法及び証券取引所の諸規則等を

遵守し、適時適切な情報開示に努めております。また、特定の機関又は個人に対して、未公表の情報を選択的に開示することを避け、広く公平な

情報開示に努めております。 

2.会社情報の適時開示に係わる社内体制について 

各部門責任者は、情報管理者として担当部門内の内部情報等の管理を行い、重要事実又は重要事実に該当すると思われる内部情報等が発生

したときは、直ちにこれを確認し、情報管理責任者(総務部責任者）に報告いたします。 

情報管理責任者は、情報受領後直ちに情報の重要性及び適時開示の必要性を総括情報管理責任者（社長及び情報開示担当役員）と協議し、

適時開示の必要ありと判断した場合、情報開示担当部門（経営企画室）に対し開示資料の作成の指示を行い、同部門は総括情報管理責任者に

よる確認を受けます。 

情報開示担当部門は、当該事実が意思決定機関で決議（発生事実の場合は報告）された後、速やかに東京証券取引所が運営する「適時開示情

報閲覧サービス（TDnet）」への適時開示、記者クラブへ資料の投函及び自社ホームページへの掲載を行い、広く株主や投資家等への情報開示

を行うこととしております。 




